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資料Ⅲ 

 

 大阪版BID制度の現在の状況 

 国際的ビジネス環境等改善・シティセールス 

   支援事業の概要について 

 大阪駅周辺地域における国際的ビジネス環境

等に関する課題と今後の取組（案） 

 議題２ 
  エリアマネジメントの取組みについて 



大阪版BID制度の現在の状況 
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■地元まちづくり組織に 
 よる自主的な維持・管理 
 
  

■現行法を前提とした 
 大阪版ＢＩＤ制度の創設 
 

■ＢＩＤ法の制定と日本版 
 ＢＩＤ制度の創設 
 
 第１段階 

第２段階 

第３段階 
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「大阪市エリアマネジメント活動促進条例」の制定 
 （平成26年４月１日施行） 

エリアマネジメントの展開イメージ 



大阪版BID制度（第２段階） 
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「大阪版ＢＩＤ制度」を活用し、都

市再生推進法人となったグランフロ

ントＴＭＯにより、既存の活動の拡

充を図り、地域の付加価値の向上に

向けた賑わいの創出などを実施予定 

公共空間を活用したエリアマネジメント取組み事例 

また、国家戦略特区のしくみを活用
し、国際拠点の創出に向けた新たな
エリアマネジメント活動の展開に向
けた取組みを検討中 

□UMEKIKI木曜ﾏﾙｼｪ 

○オープンカフェ ○旗ざお、防犯カメラ 

○購買施設の設置 

公共空間を活用したエリアマネジメント拡充・展開 
イメージ 

○イベント等の開催 

エリアマネジメントの取組み（うめきた地区） 
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先導的なＢＩＤ 
地区の立上げ 
→活動実績の積上げ 

現行制度内での制度強化に向け
た取組み 

• ＢＩＤ法人の公益法人認定 等 

日本版ＢＩＤ制度の創設に向けた
取組み 

• 日本版ＢＩＤ法の制定 
• 関連法令の改正 等 

平行して制度強化に取組む 

大阪版ＢＩＤ制度の課題（現行法制度を基本とすることによる） 

• ＢＩＤ団体の法人格は一般社団法人等 

 → 自主財源確保への税制優遇が限定的 

• 分担金の使途が、公共性があり受益との関係が整理できる事業に限定 

→ 収益事業等は自主財源に依らざるを得ない 
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大阪での実績を

積み上げつつ、

制度強化を国に

要望 

【国の動き】 

【大阪市の取組み】 

社会資本整備審議会への諮問内容 
○都市機能の維持・増進のために「民」が担う「公」のあり方 
 ⇒民間主体が検討エリアマネジメント等を通じて都市機能の維持・増進を図る場合の役割分担やルール、 
  人材の育成等について 

大阪版BID制度（第３段階へ向けた取組み） 



国際的ビジネス環境等改善・シティセールス支援事業 

事業の概要について 
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事業の概要 （国土交通省 都市局資料） 
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事業の実施フロー （国土交通省 都市局資料） 
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大阪駅周辺地域における本事業への取組 

○H26.4.1 国土交通省都市局より本事業の要綱 公表 

〔実施主体〕 
・梅田地区エリアマネジメント実践連絡会 
 （JR西日本、阪急電鉄、阪神電鉄、グランフロント大阪TMO） 

 

○H26.4.9 本事業に関する協議会担当者への説明会の開催 

⇒地域戦略・整備計画の検討着手に関する承認 

 

○H26.4～ 地域戦略、整備計画の検討 

〔検討メンバー〕 
・梅田地区エリアマネジメント実践連絡会 
 （JR西日本、阪急電鉄、阪神電鉄、グランフロント大阪TMO） 

・大阪市都市計画局 
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